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積極的行動支援  (PBS) の実践研究  


















個別の Positive Behavior Support (PBS; 以下、積極的行動支援とする ) を教
師と協働で実施し、その効果を検証したものである。積極的行動支援は、応用
行動分析  (applied behavior analysis) を主な実践上の基盤として、問題行動
を低減し、適切な行動を伸ばす支援を持続的にシステムとして  (多層支援で ) 
行うアプローチである。  
現在、日本の小中学校の通常学級には、学習面または行動面に著しい困難を










 本博士論文の研究 1～3 (第 2 章 ) では、児童の仲間との社会的相互交渉に焦
点を当てた。研究 1 では実態調査として、小学校の休み時間における児童 14 名  








Positive Peer Reporting を、教師と協働して小学 4 年生 2 学級  (計 63 名 ) に















研究 4～5A・B (第 3 章 ) では、児童の授業参加行動に焦点を当てた。研究 4
では実態調査として、通常学級の児童 86 名  (小学 1、3 年生 ) の授業参加行動
について行動観察を行った。その結果、一つの学級に支援が必要と考えられる  
(授業参加率の低い ) 児童が複数名在籍すること、授業参加行動に随伴したフィ




よって研究 5A では、児童の授業参加行動に対する教師 3 名の言語賞賛が増





む ) が、各学級に約 2 名見られ、これらの児童への個別支援の必要性が示唆さ
れた。  
そこで研究 5B では、研究 5A の学級支援では授業参加率が増加しなかった






は研究 5A の学級支援を維持しながら、個別支援を行うことが可能であった。  
以上、6 つの研究を通じて、小学校通常学級において仲間との社会的相互交
渉および授業参加行動に困難を抱える児童へ、教師と協働した学級規模・個別
の積極的行動支援を日常的に持続して行い、その効果を実証することができた。
本博士論文研究は、より多くの児童に対して効果的な教育的支援を行うための
モデルとして、教育現場における実践に貢献できると考えられる。  
 
